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第 1章 緒言 
1.1. 地球温暖化と温室効果ガス 
理科年表（国立天文台，2005）は「地表面からの長波反射を大気中の温室効果ガスが吸
収する。一方、地表面においては、太陽からの短波と大気から地表面に向かって放射される長
波が入射する。 この入射量につり合うために、顕熱、潜熱に加え、地表面はそれに見合う長波
放射を行う温度〈14℃〉に調節される。これは地球大気への太陽放射全入射量につり合って宇
宙空間に長波放射を放出する大気の温度〈平均－19℃〉よりも高くなる。この効果を温室効果と
呼び自然の状態でも存在する。しかし、この温室効果ガスの量が人為的原因により増加すると
地表面付近の温度が上昇する。これが地球温暖化問題である。」と温室効果と地球温暖化に
ついて解説している． 
Intergovernmental Panel on Climate Change（2007，以下 IPCC）によれば，過去 100年間に
地表面付近の温度は平均 0.74℃上昇しており，また主要な温室効果ガスである二酸化炭素
（CO2），メタン（CH4）及び一酸化二窒素（N2O）の大気中濃度は 1750 年以降の人間活動により
大きく増加してきている．さらに IPCC（2007）は，20 世紀半ば以降に観測された世界平均気温
の上昇のほとんどは，人為起源の温室効果ガス濃度の観測された増加によってもたらされた可
能性が非常に高い，とした．そして，大気中の温室効果ガス濃度は 2000 年から 2030 年までの
間にCO2換算で 20から 95％の範囲で上昇し，それに伴い今後 20年間に気温は平均 0.4℃上
昇すると予想されている（IPCC，2007）． 
 
1.2. 温室効果ガスの放出源と吸収源 
1.2.1. CO2  
CO2は現在の人為的起源の温室効果に対して60％寄与しているといわれる（IPCC，2007）．
自然起源の放出源としては陸域における植物の呼吸および土壌の呼吸，および海洋における
放出があり（それぞれ 120，55および 88 Pg year-1 ），また人為的な CO2の主な放出源としては
化石燃料の燃焼と土地利用の変化がある（それぞれ 6.3±0.4 および 1.6±0.8 Pg year-1 ）
（Denman et al.，2007）．一方，吸収源としては植物の光合成および海洋への溶解があり，それ
ぞれ 120および 90 Pg year-1 と見積もられている（Denman et al.，2007）．したがって，毎年 3.3
±0.1 Pg year-1 の CO2が大気中に蓄積されてきたと推定されている（Denman et al，2007）． 
 
1.2.2. CH4 
1 g の CH4の 100 年単位の温室効果は 1 g の CO2の 25 倍とされており（Forster et al., 
2007），現在の人為的温室効果に対する寄与は CO2 の次に大きい 20％とされている（IPCC，
2007）．CH4 の人為的放出量は自然起源の放出量よりも多く（それぞれ 368 および 199 Tg 
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year
-1），人為的放出源としてはエネルギー生産，埋立地，反芻動物，水田および生物体の燃
焼が，自然起源の放出源としては自然湿地があり，合計で 582 Tg year-1 と見積もられている
（Denman et al.，2007）．吸収源としては好気的土壌による吸収，対流圏の OH ラジカルによる
分解および成層圏への消失があり（それぞれ 30±4，469±41，38±7 Tg year-1），合計で 581 
Tg year
-1と見積もられている（Denman et al.，2007）．大気中の CH4濃度の上昇は鈍化している
が（1998 年には 8ppb year-1 の濃度上昇であったのが，2000 から 2005 年にかけては 0.2 ppb 
year
-1
 になった），放出源の 60％を人為的放出源が占めているので，制御できる可能性が高い
と考えられている（IPCC，2007）． 
 
1.2.3. N2O  
1 g のN2Oの100年単位の温室効果は1 g のCO2の298倍あるとされており（Forster et al., 
2007），現在の人為的温室効果に対する寄与は 6―8％とされている（IPCC，2007）．N2O の人
為的放出量と自然起源放出量はそれぞれ 6.7および 11 Tg N year-1 ，合計で 17.7 Tg N year-1
と見積もられている（Denman et al.，2007）．人為的放出源としては農業および河川・加工・沿岸
が大部分を占め，それぞれ 2.8および 1.7 Tg N year-1を放出している（Denman et al.，2007）．
自然起源としては陸地および海洋が大部分を占め，それぞれ 6.0―6.6 および 3.0―3.6 Tg N 
year
-1を放出している（Denman et al.，2007）．吸収源としては成層圏への消失があり，12.5±2.5 
Tg N year
-1と見積もられている（Denman et al.，2007）． 
 
1.3. 土地利用と温室効果ガスの動態 
森林伐採やバイオマス燃焼のような土地利用の変化により，大気中の CO2 固定能の減少
および大気へのCO2放出能の増大が引き起こされ，系全体としてのCO2放出量が増大すること
が知られている（Andreae and Merlet 2001；Houghton 2003；IPCC, 2007；van der Werf et al., 
2004）．また，土地利用の変化や違いによって土壌からの温室効果ガスの放出や吸収が異なる
ことが知られている．たとえば，インドネシア，スマトラ島にある熱帯林では，伐採・焼却直後に
N2O 放出速度は増加し，CO2 および CH4 放出速度は減少したことが報告されている（鶴田ら，
2002）．また，Hadi et al.（2005）は二次林，水田，輪作畑など土地利用形態の異なる土壌では，
地下水位や土壌化学性の違いによりN2O放出量が異なったことを報告した．さらにより小さな土
地利用（例えば，施肥方法，耕耘の有無など）の変化・違いによっても土壌の温室効果ガスの
動態は異なる．たとえば，井上・渋川（2006）は，鹿児島県の畑土壌に鶏糞堆肥または鶏糞ペレ
ットを施用した場合，鶏糞ペレットを施用した畑で約 3倍多く N2Oが放出された，と報告した．ま
た，北海道の十勝地方の畑において耕耘頻度の違いが土壌における温室化ガスの動態に及
ぼす影響を調べたところ，耕耘回数の少ない畑で土壌由来の CO2 放出量は少なく，CH4 吸収
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量は多かったことが報告されている（Koga et al. 2006）． 
 
1.4. 土地利用と土壌の有機物 
地球全体で見た時，土壌有機物は大気や陸上植生の 3 倍以上の炭素を含んでいる
（Fischlin et al., 2007；Schmidt et al., 2011）．また，最近では，土壌有機物の安定性は，分子構
造のみによって支配されているのではなく，むしろ環境や生物学的制御が優勢であることが立
証されている（Schmidt et al., 2011）．加えて，土壌の微生物バイオマスは，土壌に流入したあら
ゆる動植物遺体を最終的に水，二酸化炭素（CO2）および単純な無機塩類にまで分解するため，
地球上の炭素，窒素，リンなどの物質循環の必須構成画分である（Brookes et al., 1991）．従っ
て，土地利用が温室効果ガスの動態に及ぼす影響を解明する際，土壌有機物を構成する炭素
や窒素，またそれらの循環を直接担う微生物バイオマスといった土壌の炭素および窒素に注目
することも重要であると考えられる． 
 
1.5. 本研究の目的 
上述したように，地球温暖化は全地球規模で対処しなければならない重要な環境問題と
なっており，その主原因とされる温室効果ガスの動態をモニタリング・解明し，管理方法を確立
することが性急に求められている．しかしながら，例えば，世界最大の国土を有するロシア連邦
の南部にあるステップ草原や日本国内の有機農業畑における温室効果ガスの動態について研
究した例は筆者の知る限りほとんど無い．また，群馬県子持山（標高 1298 m）の北東斜面に
1948 年 7 月から開設されている千葉大学森林環境園芸農場（以下，沼田農場）では，りんごを
主体とした研究や温室効果ガス発生調査などが行われてきた（犬伏ほか  2005; Xu and 
Inubushi 2004, 2007, 2009）が，温室効果ガスの放出と吸収の場となる土壌に関する調査は
2002年および 2003年に実施されたのみ（犬伏ほか 2004, 2005 ）で，その後はほとんど実施さ
れていない． 
そこで本研究では，ロシア，ウラル山脈南部のアルカイム生態保護区にある土地利用歴お
よび植生が異なる土壌（第 2 章）や日本の関東地方周辺にある有機農業畑地土壌（第 3 章），
また沼田農場の森林・果樹園土壌（第 4章）における温室効果ガスの動態およびその動態に密
接に関わる土壌の炭素・窒素量を調査した． 
さらに，第 5 章では，過去の土地利用の違いや土地利用の継続年数の違い，また微地形
の大きな高低差が土壌の炭素・窒素量や温室効果ガスの動態，またそれらのモニタリングに及
ぼす影響について考察した． 
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第 2章 ロシア連邦，ウラル山脈南部のアルカイム生態保護区内の土地利用歴の異なる土壌
の炭素・窒素量および温室効果ガスの動態 
2.1. はじめに 
土地利用の異なる土壌の諸性質を比較した例はいくつかある（例えば Kadono et al., 
2008; Kaschuk et al., 2011; Zak et al., 1994）．しかしながら，現在は同じ土地利用でありながら，
過去に異なる土地利用が行われていた土壌の性質を比較した例はほとんどない．自然生態系
や考古学的遺物の保護を目的として人間活動を禁止もしくは制約している保護区において，人
間活動の影響がどのくらい残っているのかを明らかにしていために，過去の土地利用が異なる
土壌について研究することは重要であると思われる． 
温帯の半乾燥地域にある草地は，世界の陸地の約 10％を占めているため，温室効果ガス
の放出源及び吸収源として重要である（White et al. 2000）．北米のプレーリー草地とユーラシア
ステップ草地の２つは最も大きな温帯の半乾燥地域にある草地生態系であるが，草地における
温室効果ガス動態の研究のほとんどは北米で行われている（Mosier et al. 1991）．ユーラシアス
テップの中では，内モンゴルにおける最近の研究（Holst et al. 2007, 2008; Chen et al. 2011）が
あるのみである． 
アルカイム生態保護区（Arkaim museum reserve，以下，アルカイム）はロシア連邦，ウラル
山脈南部のチェリャビンスク州（Chelyabinsk）に属しており，約 4000年前の集落跡が 1987年に
発見されて以来，考古学的に重要な場所になっている．特に，アルカイムは，考古学的遺物お
よび自然生態系の保護を目的として，生態保護区に 1991年から認定されている．従って，アル
カイムでは耕作や放牧などの人間活動は禁止されている．  
本研究においては，アルカイム内の 3 か所で，現在および過去の土地利用の違いが土壌
の諸性質に及ぼす影響を調査するために，土壌の炭素・窒素含量および温室効果ガス（CO2，
CH4，N2O）フラックスを測定した． 
 
2.2. 材料と方法 
アルカイム（52°N, 58 -60°E）はロシア，ウラル山脈南部のチェリャビンスク州にあり，気候
区分はユーラシアステップ区に属している（Figure 2.1A）． アルカイムはチェリャビンスクの南東
400 km，ウラル川の支流であるウタガンカ川（Utayganka）とビッグカラガンカ川（Big Karaganka）
の合流地点に位置している．調査地の気候は大陸性気候であり，土壌は 1年のうち 5ヶ月間凍
結する．年間平均気温は 1から 3℃で，1月は－16から－18℃，7月は 19から 20℃である．凍
結しない期間は 1年のうち 111から 125日間である．最大積雪厚は通常25cm，土壌の凍結厚は 0.8
から 2.0 m，年間の蒸散量は 450 から 650 mmの範囲である．  
2009 年 8 月に土地利用履歴の異なる 3 つの森林および草地で調査を実施した： 1）自
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然林（NF）；2）1991 年まで耕作地でその後休閑草地（CL），および 3）1991 年まで放牧地で
その後休閑草地（PST）（Figure 2.1B）．土壌は腐植の豊富な土壌であるチェルノーゼム（CL と 
PST）または Phaeozem（NF）に分類され（FAO），NF, CL および PST は海抜 330－340 m の
緩やかな斜面上にあった．CL では 1991 年まで，小麦(Triticum spp.），多年草（Bromopsis 
inermis および Medicago caerula） およびいくつかの野菜が約 40 年間栽培されていた．NF 
は斜面の下部に位置しており，含水比が高かった．NF の植生はおもに広葉樹である Betula 
pendula および下草によって構成されていた（Figure 2.1C, Okitsu et al., 2011）．CLおよび PST
では，多年草が 1991 年に植栽され，これらの射影率は 2009 年には 90％以上になっていた．
2009年のCLおよびPSTの植生はおもに Stipa spp., Festuca spp., 耐乾燥性を有する樹木（i.e., 
Artemisia spp.）およびいくつかの草類（CL では Bromopsis inermis も観察された）（Figure 
2.1C）． 
各調査地点の A 層を採取した（CL および PL の A 層の深さは 0 から 20cm，NF は 4 から
15cmであった）．NFではさらに O層（深さ 0から 4cm）も採取した． 全ての土壌試料を 2週間
風乾し，2 mmの篩を通した． 
土壌を 2.5倍量のイオン交換水とともに良く振とうし 1時間放置したときの pH を pH（H2O）と
して pH 計（pH meter D-52，堀場製作所，京都）で測定した．土壌を 5倍量のイオン交換水とと
もに 1時間振とうしたときの伝導率を土壌伝導率（EC）として伝導率計（EC meter CM-14P， 東
亜電工，東京）で測定した．土壌の全炭素（TC）および全窒素（TN）を C/N 分析計（MT500，ヤ
ナコニューサイエンス，京都）で測定した．なお，pH（H2O），EC，TOCおよび TNの測定には各
土壌を 2反復用意した． 
土壌微生物バイオマス炭素（MBC）および窒素（MBN）をクロロホルム薫蒸‐抽出法（Vance 
et al., 1987）によって測定した．含水比 20%（Wwater/Wdrysoil）に調整した土壌を暗所 25℃で 3日
間前培養した．前培養後，土壌の一部（約 10 g）をアミレン添加脱水クロロホルム（和光純薬工
業，京都）を用いて 25℃で 24時間薫蒸した．別の土壌 10gを，非薫蒸土壌として，クロロホルム
をいれずに 25℃で 24時間培養した．その後，薫蒸土壌，非薫蒸土壌それぞれを 50 mLの 0.5 
M K2SO4とともに 1時間振とうし，振とう液をろ紙（No. 6，東洋ろ紙，東京）でろ過した．ろ液中の
有機態炭素および全窒素（有機態および無機態窒素を含む）濃度をそれぞれ可溶性有機態炭
素（SOC）および可溶性窒素（SN）として TOC 分析計（TOC-5000，島津製作所，京都）および
ペルオキソ二硫酸分解―硫酸ヒドラジン還元法（坂本・林，1999）によって測定し，以下の式か
ら土壌のMBCおよびMBNを算出した． 
MBC = （Cf - Cuf）× Kec    (2.1) 
MBN =（Nf -Nuf）× Ken   (2.2) 
ここで，Cf および Cuf はそれぞれ薫蒸土壌および非薫蒸土壌の SOC，Nf および Nuf は
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それぞれ薫蒸土壌および非薫蒸土壌の SN，Kec および Ken はそれぞれ MBC および MBN
の抽出係数（Kec, 2.22; Ken, 2.41）である．また，本章では特に断らない限り，非薫蒸土壌の
SOCおよび SNをその土壌の SOCおよび SNとして扱う．なお，くん蒸土壌および非くん蒸土壌
はそれぞれ 3反復を用意した． 
土壌採取日に二酸化炭素（CO2），メタン（CH4）および亜酸化窒素（N2O）のフラックスをクロ
ーズドチャンバー法（Inubushi et al., 2003）によって現地で測定した．地表面に設置した円筒形
の塩化ビニール製チャンバー（直径 21 cm，高さ 14 cm）に蓋をかぶせてから 0，10および 20分
後にチャンバー内の空気を真空バイアル（22 mL 容，ジーエルサイエンス，東京）に採取した．
バイアル中の CO2, CH4およびN2O 濃度をそれぞれ熱伝導検出器，水素炎イオン化検出器お
よび電子捕獲検出器を装備したガスクロマトグラフ（GC 14B，島津製作所）で測定した．ガスフ
ラックスをガス濃度の経時的変化，チャンバー体積およびチャンバー内の温度から算出した．
なお，各地地点にはチャンバーを 3つずつ設置した． 
統計的有意差を検証するために一元配置分散分析および Tukey の HSD 法用いた（IBM 
SPSS statics 19, IBM, New York, USA）． 
 
 
2.3. 結果および考察 
Table 2.1 に示したように，NFの O 層の pH は CLおよび PST よりも低かった．各土壌の
ECは 6.4 から 17.7 mS m-1 の範囲であった（Table 2.1）．NFのO層の TOC量および TN量は
他の土壌よりも有意に多かった（p< 0.05，Table 2.1）．NFの A層の TOC量および TN量は CL
と同程度で PST よりも少なかった（Table 2.1）．NFの O層および A層の SOC量および SN量
は CLおよび PSTよりも多かった(p<0.05, Table 2.1）．2つの休閑草地のうち，PSTの TOC量お
よび TN量は CLよりも多かった（p<0.05，Table 2.1）．PSTおよび CLの SOC量および SN量に
は有意な差はなかった（Table 2.1）．Figure 2.2に示したように，NFの O層でMBCは最大であ
った（1647 mg kg-1 dry soil）が，NFのA層で最少であった（340 mg kg-1 dry soil）．さらに PSTの
MBCは CL も有意に多かった（952 and 630 mg kg-1 乾土，p<0.05，Figure 2.2）． 
前述したように，NFの O 層のいくつかの炭素および窒素含量（TC，TN，SOC，SN および
MBC）は調査した土壌中で最大であった（Table 2.1，Figure 2.2）．NFのA層の TOC量，TN量
およびMBNはCLと同等であり，PSTよりも少なかったが，保護区に指定される 1991年以前に
は，NFの A層の TOC量は CLおよび PSTよりも多かった（Prikhodko et al., 2006）．NFにおけ
る高い炭素および窒素含量は，落枝・落葉による森林土壌への多量の有機物流入を反映して
いるのであろう．NFで優占しているBetula spp.は広葉樹として知られている．森林土壌における
高い炭素・窒素含量（i.e., TC, TN, SOC, SN, MBC および MBN） はユーラシア大陸や北アメ
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リカの半乾燥地域でも報告されている（Kadono et al., 2008；Zak et al., 1994）．例えば，Kadono 
et al. （2008）は，森林土壌の TOCおよびTNがそれぞれ 46および 4 g kg-1 乾土であったのに
対し,草地ではそれぞれ 28および 3 g kg-1 乾土，耕作地では 20および 2 g kg-1 乾土であった
と報告している． 
PSTの TOC量，TN量およびMBCは CLよりも有意に多かった（Table 2.1および Figure 
2.2）．この PSTとCLの差は，1991年までと保護区指定後の 1991年から 2003年までの有機物
流入量の違い（Ermolaev, 1999；Plekhanova et al., 2003）を反映していると考えられる．1991年ま
で PST には，植物バイオマスのほかに，C/N 比が低いのでより分解され易い家畜排泄物
（Franzluebbers et al., 2000）や排せつ物に含まれる尿素を通して多量の有機物が流入していた
と考えられる．一方，CL では収穫に伴い植物バイオマスの一部が持ち出されていた．1991 年
までの CLの生産性は有機質肥料（2-3 t ha-1）および多年草の輪作（全輪作の 20%） によって
支えられているだけであった． また，保護区指定された後の 1991年からの 2003年までの間も，
多年生植物の高い射影被服率（Ermolaev, 1999；Plekhanova et al., 2003）によって，PSTへの有
機物流入量は高かったと考えられる． 穀物を含む多年生草植物の生産性は 1 年生および 2
年生植物よりも高い．1992年の多年生植物の射影被服率は，1 年生および 2 年生植物が優占
していた CL では 60%以下であったのに対し PST では 80%であった（Ermolaev, 1999）．そして
CLでは徐々に多年生植物が 1年生および 2年生植物と置き換わり，2003年の多年生植物の射
影被服率は 85％であった（Plekhanova et al., 2003）．2009年には CLの植生は PST とほぼ同じ
であり，多年生植物の射影被服率は CLで 90 から 95％，PST で 95 から 100％であった（調査
時に目視で測定，Figure 2.1C）．したがって，2009 年の PST における多量の TC，TN および
MBCは 1991年までと保護区指定後の 1991-2003年までの間の多量の有機物流入量に因ると
考えられる．さらに，1991年までと保護区指定後の 1991-2003年までの間の多量の有機物流入
量は 1991年までのCLと PSTにける土地利用の違いに影響されていたと考えられるため，2009
年の PSTにおける多量の TC，TNおよびMBCは. 1991年までの CL と PSTにおける土地利
用の違いに影響されていたと考えられる． 
Figure 2.3に示したように，CO2フラックスは 3つ全ての地点でプラスの値（CO2放出）であり，
NF で最も大きかった（NF，CL および PST において，それぞれ 129，30 および 25 mg C m-2 
hour
-1，p<0.05）． NFでの大きな CO2放出速度は NFの O層における多量の炭素および窒素
（TC，TN，SOC，SNおよびMBC）を反していると考えられる（Table 2.1およびFigure 2.2）．一方，
TOCや TNおよびMBC とは対照的に，CLおよび PSTの間で CO2放出速度に有意な差はな
かった（Figure 2.3）．Hanson et al.（2000）は根および根圏の呼吸が植生や季節によって現地土
壌からのCO2放出速度の 10から 90％を占めることを報告している． 従って，CLと PSTで植物
量が同等であったために，CLとPSTの間でCO2フラックスに有意な差がなかったと考えられる． 
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CH4フラックスはすべての調査地点でマイナスの値（CH4吸収）であった（-5 から -60 μg C 
m
-2
 hour
-1， Figure 2.3）．一方，N2Oフラックスは CLではプラスの値であり，PSTおよび NFで
は負の値であった（CL，PSTおよび NFにおいて，それぞれ 60,-30 and -41 μg N m-2 hour-1 ，
Figure 2.3）．しかしながら，3 つの調査地点の間で CH4フラックスや N2O フラックスに有意な差
はなかった（p>0.05）．プレーリーやステップのような，温帯の半乾燥地帯の草地は一般的に
CH4の吸収源であると考えられている（Mosier et al. 1991）．本研究において測定された CH4フ
ラックスの値は，北米における-10.8 μg C m-2 hour-1（1989年平均； Mosier et al．，1991）や内
モンゴルの 1979年以降非放牧のステップにおける-42.9 μg C m-2 hour-1（2008年平均；Chen 
et al．，2011）と同等であった．スッテプやプレーリーにおける N2O フラックスとしては，北米の原
生状態の草地おける 14.6 μg N m-2 hour-1 （年平均；Mosier et al．，1991）や内モンゴルの
1979年以降非放牧のステップにおける 1.6 μg N m-2 hour-1 （2005年の繁茂期平均；Holst et 
al．，2007）がこれまでに報告されている．既報の研究は温帯の半乾燥地域の草地が N2O の放
出源になっていることを示唆しているが，Holst et al. （2007） は繁茂期において負の N2O フラ
ックスも複数回観察されたことを報告している．このことから，測定を繁茂期に行った本研究に
おける負の N2O フラックスはそれほど異常な値ではないと考えられる．加えて， Holst et al. 
(2008) は，凍結融解によって起こるN2Oフラックスはステップ生態系における年間のN2O放出
量に多大な寄与をしうることから，非繁茂期（冬と春）の温室効果ガスフラックス測定の重要性を
指摘している．したがって，今後，ロシアのユーラシアステップにおいては，より高頻度で連続的
にガスフラックスを測定していくことが求められるであろう． 
本研究は，ロシアのユーラシアステップの土壌において，現在の土地利用の違い（休閑草
地 vs. 自然林）だけでなく過去（18 年前）の 土地利用の違いも土壌の全炭素量，全窒素量お
よび微生物バイオマスに影響していることを示唆した．しかしながら，休閑草地に対しての対照
区となる自然草地が調査地に含まれていないために，アルカイムの休閑草地に人間活動の影
響がどの程度残存しているのかは未だ不明である．従って，自然草地も含めた調査を行うこと
が今後必要であろう． 
 
9 
 
 
Figure 2.1. Location of the Arkaim in Russia (A), locations of archaeological monument and 
sampling sites in the Arkaim (B) and view of sampling sites (C). Sampling sites were a natural 
forest site (NF) and two fallow grassland sites that had different land- use histories until 1991 and 
fallow afterward: continuous cropland (CL); continuous pasture (PST).Values on contour lines 
(Figure 1B) are height above sea level (unit is meter). Five forest bands in Figure 1B are remains 
of windbreaker for cropland. Original map of Figure 1A were referred from the World Factbook 
(Central Intelligence Agency, 2011). 
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Table 2.1. Chemical and physical properties of soils with different land-use histories, located in the Arkaim  
Land-use history 
Site 
Soil 
horizon 
pH 
(H2O) 
EC 
(mS m
-1
) 
TC TN C/N 
ratio 
SOC SN 
Current† Past‡ (g kg
-1
 dry soil) (mg kg
-1
 dry soil) 
Fallow 
grassland 
Cropland CL A 7.2  15.1 31 d 2.7 c 12 139 c 32 c 
Pasture PST A 6.7  9.4 37 b 3.1 b 12 167 c 33 c 
Natural 
forest 
Natural 
forest 
NF 
O 5.9  17.7 105 a 7.3 a 14 884 a 196 a 
A 5.2  6.4 33 c 2.5 c 13 423 b 73 b 
 Values with different letters among each column differ significantly by the Tukey HSD tests (p<0.05, n=3). 
†Current means land-use history since 1991. 
‡Past means land-use history until 1991. 
Abbreviations: TC, total carbon; TN, total nitrogen; EC, electrical conductivity; SOC, soil soluble organic carbon; SN, soluble nitrogen. 
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Figure 2.2. Microbial biomass C (closed bars) and N (opened bars) in soils with different 
land-use histories, located in the Arkaim. Error bars are standard deviations. Different lower-case 
letters are used for statistical differences in biomass C, and different capital letters are for 
biomass N (Tukey’s HSD tests, p<0.05, n=3). 
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Figure 2.3. CO2, CH4 and N2O fluxes in soils with different land-use histories, located in the 
Arkaim. Error bars are standard deviations. Different letters are used for statistical differences in 
gas fluxes among sites (Tukey’s HSD tests, p<0.05, n=3). 
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第 3章 東日本にある作付け年数が異なる有機農業畑黒ボク土における温室効果ガスの動
態 
3.1. はじめに 
温室効果ガス（CO2，CH4および N2O）の放出は農業生産における主要な環境問題のひと
つになっている（Flessa et al.，2002；Organization for Economic Co-operation and Development，
2001；IPCC，2007）． N2OおよびCH4 （農業生産システム関連の微量温室効果ガス）の 100年
単位の温暖化ポテンシャルはCO2のそれぞれ 298倍および 25倍であるとされている（Forster et 
al., 2007）．農業生産システムからの N2O放出は人間活動由来の全N2O放出量の 75％以上を
占めるといわれており（Duxbury et al.，1993；Isermann，1994），そのほとんどが硝化及び脱窒の
中間生成物として放出されている（Hutchinson and Davidson, 1993）．大気中の CH4は乾燥状
態にある土壌では CH4酸化細菌によって吸収されるため，畑土壌は大気中の CH4のシンクに
なりうる（Hütsch, 2001）．しかしながら，CH4 酸化は土壌の撹乱や窒素の施肥に非常に敏感で
あることが一般的に知られている（Hütsch, 2001; Kessavalou et al., 1998; Koga et al., 2004）．  
化学合成肥料および農薬を使用しない有機農業は，環境に対して負荷が低く，また化学
合成肥料および農薬を使用する慣行農業に伴って発生する多々の環境問題に対する解決策
であると，しばしば考えられている（Syvaesalo et al., 2006）．ヨーロッパや北アメリカにおいては
有機農業における温室効果ガス放出が何人かの研究者によって検討されているが（Flessa et 
al., 2002; Kramer et al., 2006; Petersen et al., 2006; Syväsalo et al., 2006），日本の有機農業に
おける温室効果ガスの放出を研究した例は私が知る限りない．多量の有機態炭素およびアルミ
ニウムを含んでいる黒ボク土は，日本の畑土壌の 50％以上を占める（織田ら, 1987; Shoji et al., 
1993）．従って，日本の黒ボク土において有機農業が地球温暖化に与える影響を評価すること
は，重要であると考えられる． 
本研究では，日本の長野県に在る有機農業 39年目および 1年目の畑におけるCO2，N2O
および CH4放出量を定量するために，培養試験及び圃場試験を行った． 
 
3.2. 材料と方法 
3.2.1. 試験圃場 
長野県松本市（北緯 36° 13’ 40”, 東経 137° 0’ 0”）にある有機農業開始 39年目の畑 1か
所（M39-OF）および 1年目の畑 2ヶ所（それぞれ，M1-OFおよびM1F-OF）を使用した．土壌の
種類は黒ボク土であった．松本市の年平均気温および降水量はそれぞれ 18.0℃および
1090mmであった（気象庁，2009）． 
M39-OF では 1971 年から，M1-OF では 2009 年から，M1F-OF では 2010 年から有機農
業が開始された．M39-OF では，1971 年から 2000 年までの間，無農薬および化学肥料無しの
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有機農業が行われていた．さらに 2001年からは，冬に緑肥としてライ麦（Secale cereale L.）を，
夏に作物として大豆を，無農薬・無施肥（緑肥除く）・無耕耘の有機農業で栽培している［2004
年および 2005年のみ，緑肥としてヘアリーベッチ（Vicia villosa Roth.）を，作物としてスイートコ
ーン（Zea mays L. var. saccharata）を栽培した．M1-OF では 2001 年から 2008 年までの間，
M1F-OF では 2001 年から 2009 年までの間，野菜の栽培が慣行農業（化学肥料，堆肥および
農薬の施用あり，および耕耘あり）で行われていた．いずれの畑も，面積は 150 m2（7.5 m×20 
m），畝は 10本で，周りを 5 m 幅の緩衝帯に囲まれていた． 
 
3.2.2. 土壌採取と，土壌理化学性および温室効果ガスの分析 
M39-OFとM1-OFの土壌（深さ 0から 15 cm）を 2009年 8月に採取した．採取した土壌は
ふるい（φ2 mm）に通し，4℃で保存した．土壌 pH (H2O)，全炭素および全窒素を測定するた
めに，土壌の一部は，2週間以上風乾した． 
土壌の pH（H2O），電気伝導率（EC），全炭素（TC）および全窒素（TN）を第 2 章で述べた
方法で測定した． 
土壌 10g に含まれる可溶性有機態炭素（SOC），可溶性窒素（SN），硝酸（NO3
-）およびア
ンモニウム（NH4
+）を 50 mLの 1M KCl で抽出し，それぞれTOC 分析計（TOC-5000），ペルオ
キソ二硫酸分解―硫酸ヒドラジン還元法（坂本・林, 1999），硫酸ヒドラジン還元法（林ら, 1997）
およびニトロプロシッド法（Anderson and Ingram, 1989）で測定した． 
土壌微生物バイオマス炭素（MBC）および窒素（MBN）を第 2章と同様にクロロホルム薫蒸
‐抽出法によって測定した．ただし，土壌採取時および通篩時のかく乱の影響を取り除くため，
土壌の前培養を暗所 25℃で 10日間行った．  
CO2，CH4および N2O 濃度は，それぞれ熱伝導検出器，水素炎イオン化検出器および電
子捕獲検出器を装備したガスクロマトグラフ（GC-14B，島津製作所）で測定した． 
 
3.2.3. 培養土壌における温室効果ガスの放出 
ブチルゴム栓を装着した 100 mL 容のバイアルビンに乾土 10 gに相当する土壌（最大圃
場容水量の 60％に調整した）を入れ，25℃暗所で 4週間培養した．培養中，週に 1 度，バイア
ル内の空気を採取し，CO2，CH4および N2O濃度を分析した．また，ガス採取毎に栓をあけ，バ
イアル内空気の入れ替えを行った．各土壌につき，3反復を培養した． 
 
3.2.4. 試験圃場における温室効果ガスの放出 
圃場試験を，2010 年 2 月 1 日から 2011 年 1 月 31 日まで，M39-OF と M1F-OF（M1-OF
のすぐ隣の有機農業 1年目圃場）で行った．いずれの畑においても，無耕耘，無施肥および無
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農薬でダイズを栽培した．M1F-OFは M1-OFの隣にある 2001から 2009年まで慣行農業が行
われていた畑である．M39-OFでは，2009年 11月にライムギ種子を播種し，2010年 5月にライ
ムギ地上部を刈り倒した．その後，いずれの畑においても，2010年 6月にダイズ種子を播種し，
2010 年 8 月末にエダマメを収穫した．いずれの畑においても，収穫後の残渣は刈り倒したまま
畑に残した．M39-OFでは，2010年 11月にライムギ種子を再び播種した． 
ライムギ収量の測定にあたり，M39-OF の畝の中からライムギの成長が平均的な 5 地点（1
地点あたり長さ 50 cm）を選んだ．各地点から，ライムギの地上部を根際から刈り取り，計量した．
ライムギ地上部重をライムギ全重に変換するために， 前田ら (2006)が以前報告したライムギの
地上部重に対する根重の比 0.46を用いた．エダマメ収量の測定にあたり，両OF圃場の畝の中
からエダマメの成長が平均的な 10 地点（1 地点あたり長さ 90cm，各地点につきエダマメ 3 株）
を選んだ．各地点から，エダマメの全植物体を収穫し，計量した．同時に 5 つの生育の平均的
なエダマメを根，葉，茎，さやに分けて計量した． 
実験期間中，いずれの畑においても，CO2フラックス，CH4フラックスおよび N2O フラックス
をクローズドチャンバー法（Inubushi et al., 2003）によって ，月に 1から 2回測定した．各畑には
チャンバーを5つずつ設置した．なお，CO2フラックスから根呼吸の寄与を取り除くため，元々の
フラックスに 0.5を乗じた．根呼吸の割合 50%は，Hu et al.（2004）が北海道のタマネギ畑で報告
した 54-60%やKoizumi et al.（1993）がつくば市のピーナッツ‐コムギ 2毛作畑で報告した 46%と
同等の値である． 
年間のCO2放出量（2010年2月から2011年1月まで）は， CO2フラックスと地温（深さ5cm
における 1時間平均）の指数関数的関係（Shimizu et al．，2009）を用いて算出した． CO2フラ
ックスと地温の指数関数的関係として，以下の式を用いた： 
ECO2 = a exp(bT)           (3.1) 
ここでECO2 はCO2フラックス，, T は表層から深さ 5cmにおける地温， a と b はそれぞれ
回帰分析によって求まる係数である．実測した CO2 フラックスと地温から回帰分析によって求ま
る（1）式に，地温を代入することで実験期間中の全時間帯における 1 時間平均の CO2 フラック
スを得た．さらに（1）式から求めた CO2フラックスを全て合計し，年間の CO2放出量とした． 
年間のCH4およびN2O放出量は，CH4放出速度およびN2O放出速度の季節変化を台形
法によって積分して算出した．さらに，100年単位の温暖化ポテンシャル（GWP, 1 g の CH4 の
温室効果は 29 g の CO2に，1 g の N2Oの温室効果は 298 g の CO2 に等しい，Forster et al., 
2007）を乗じるこで，CO2相当量とした． 
  
3.2.5. 統計分析 
IBM SPSS statics 19（IBM, New York, USA）によりデータを統計分析した．相関の有意性
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は単回帰分析によって求めた．2標本間の比較には t検定を用いた． 
3.3. 結果 
3.3.1. 土壌の理化学性 
Table 3.1 に示したように，M39-OF の pH（H2O）は M1-OF よりも低く，EC は高かった．
M39-OF 土壌の各種 C および N 量（TC 量，TN 量，SN 量，NO3
-量，NH4
+量，MBC および
MBN）はM1-OFよりも高いか，同等であった（Table 3.1）． 
 
3.3.2. 培養土壌における温室効果ガスの放出 
Figure 3.1A に示したように，培養 4 週間における M39-OFの積算 CO2放出量は M1-OF
の 8.0倍多かった（それぞれ 1304および 164 mg C kg-1 dry soil，Figure 3.1A）．  
培養4週間で，いずれの土壌もCH4を僅かに放出した（M39-OFおよびM1-OFにおいて，
それぞれ 1.1 および 2.1µg C kg-1 dry soil，Figure 3.1B）．  
積算 N2O 放出量は CO2 と同様に培養週に沿って直線的に増加した（Figure 3.1C）．
M39-OFは培養 4週間でM1-OFの 274倍のN2Oを 放出した（それぞれ 2304および 8.4µg N 
kg
-1
 dry soil，p<0.05，Figure 3.1C）． 
 
3.3.3. 試験圃場における温室効果ガスの放出 
M39-OFにおけるライムギ地上部の収量（乾燥重）は，459 g m-2であった．M39-OFおよび
M1F-OFにおけるエダマメの全植物体収量はそれぞれ 581および 573 g m-2であった（図表な
し）． エダマメの全植物体重に対する茎葉重の比は 0.79であった．  
Figure 3.2Aに示したように，実験期間中，いずれの OF畑土壌においても CO2 フラックス
は 2から 71 mg C m-2 hour-1の範囲で常にプラスの値，すなわち CO2 放出を示した．CO2 フラ
ックスは 2010年 2月から 6月にかけて上昇し，2010年 9月から 2011年 2月にかけて減少した．
CO2フラックスの季節変化は地温（表層から深さ 5cm）の季節変化と類似しており（Figure 3.2A），
いずれの畑においても CO2フラックスは地温と有意な指数関数的相関関係を示した（(p < 0.01, 
n = 14; Figure 3.3）．M39-OFにおける CO2 フラックスは実験期間中ずっとM1F-OFよりも 1.0
―6.9倍高かった．従って，実験期間中のM39-OFにおけるCO2総放出量はM1F-OFよりも 2.0
倍多かった（Figure 3.4）． 
CH4 フラックスは実験期間中，いずれの OF 畑土壌においてもほとんど常に-0.7 から 
-78.7 µg m
-2
 hour
-1の範囲でマイナスの値，すなわち CH4吸収を示した（Figure 3.2B）．ただし，
M39-OFの 2010年 12月およびM1F-OFの 2010年 4月，7月および 8月においては正の値
であった（それぞれ 32.1, 7.5, 2.3 および 24.9 µg m-2 hour-1）．2010年 4月，7月，8月および 12
月を除く実験期間中，M39-OF のCH4フラックスはM1F-OFの 1.1―23.5倍大きかった．従って，
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実験期間中のM39-OFにおけるCH4総吸収量はM1F-OFよりも 8.2倍多かった（p<0.05，n = 3，
Figure 3.4）．  
N2O フラックスは実験期間中，いずれの OF 畑土壌においてもほとんど常に 4.7 から 126 
µg m
-2
 hour
-1の範囲で正の値，すなわち N2O放出を示した（Figure 3.2C）．ただし，M39-OFの
2009年 12月および 2010年 8月，およびM1F-OFの 2010年 1月においては負の値であった
（それぞれ-0.6, -1.4, および 2.4 µg m-2 hour-1 ）．最も大きい N2O フッラクスは 2010年 4月に
M39-OF で観察された（126 µg m-2 hour-1）． また，2 つの OF 畑土壌における実験期間中の
N2O総放出量に有意な差は無かった（Figure 3.4）．  
Figure 3.4にM39-OFおよびM1F-OFにおける年間の土壌 C蓄積量と温室効果ガスの収
支を示した．M39-OFでは，ライムギおよびエダマメのC（624 g C m-2）は年間のCO2放出量およ
びエダマメ地上部の持ち出しの合計（520 g C m-2）よりも大きかった（Figure 3.4）．したがって，
M39-OFでは，植物によって大気から固定された CO2のうち，78 g C m
-2
 は TC として蓄積し，
また 52 g CO2-C eq. m
-2
 の温室効果ガスは土壌に吸収されていた（Figure 3.4）．一方，
M1F-OFの年間炭素蓄積量はマイナス（すなわち，土壌からのC流出）に，温室効果ガスはプラ
スになった（Figure 3.4）． 
  
3.4. 考察 
3.4.1. 温室効果ガス放出の培養実験とフィールド実験での比較 
培養実験およびフィールド実験のいずれにおいても，M39-OF 畑土壌は作付け 1 年目の
OF 畑土壌（M1-OF および M1F-OF）に比べてより多くの CO2を放出した（Figure 3.1A および
Figure 3.4）． 
一方，CH4 および N2O の放出は培養実験とフィールド実験で明らかな違いがあった．メタ
ンは，培養実験においては少量放出されたが，フィールド実験においては吸収された．N2O に
ついて，培養実験ではM39-OFがM1-OFに対して 284倍多く放出したのに対し，フィールド実
験では 2つの圃場で年間放出量に有意な差は無かった． 
N2O 放出の培養実験とフィールド実験における違いは，M39-OF 土壌の TC 含量と O2消
費に起因すると考えられる．なぜならば，N2O生成には微嫌気性と多量の土壌CおよびNが要
求される，と一般に考えられている（Burford and Bremer, 1975; Wrage et al., 2001）ためである．
さらに，1 mol のO2 が消費された場合に 1 mol のCO2が生成されると仮定すると，M39-OFお
よび M1-OF 土壌それぞれを 1 週間培養したときの O2消費量はそれぞれ 10 および 1.2 mg 
vial
-1
 （培養開始時の酸素量 28.6 mg O2 vial
-1
 のそれぞれ 35% および 4% に相当する）と計
算された． しかしながら，フィールド実験においては，実験系がガス交換にとって開放系である
ために，比較的乾燥している表層土壌における O2の欠乏は稀な現象であると考えられる．した
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がって，N2O 放出の培養実験とフィールド実験における違いは，双方の実験におけるガス交換
の容易さの違いによって引き起こされたと考えられた． 
CH4生成も嫌気的条件で行われるが，CH4生成は絶対嫌気（O2濃度が 0%であるような）を
大抵の場合要求する．さらに，もし嫌気状態が培養実験とフィールド実験の違いの理由である
ならば，M39-OFは M1-OF よりもより多くの CH4を放出するはずである．したがって，嫌気状態
が培養実験とフィールド実験の違いの理由であるとは考えにくい．CH4生成の培養実験とフィー
ルド実験における違いを説明するためには，より詳細な実験が必要である． 
 
3.4.2. 土壌炭素蓄積と温室効果ガス収支 
M39-OFにおける高いCO2放出は，M39-OFにおける土壌炭素の炭素回転がM1－OFよ
りも高いことを示唆している．一方，M39-OF土壌はより多くのTCを含んでおり（Table 3.1），この
ことは有機農業や有機物連用の畑土壌に土壌炭素が多く含まれることを既に報告している多く
の研究と一致する（例えば，Drinkwater et al., 1998; Fließbach et al., 2007; Kramer et al., 2006; 
Pimentel et al., 2005; Smith et al., 1997）．さらに，M39-OFにおける年間の TC蓄積は 78 g m-2 
であった（Figure 3.4）．これら，M39-OF 土壌における豊富な TOC 含量や TOC 蓄積は，
M39-OFにおける高い CO2放出が大気 CO2濃度の正味の増加に寄与しないことを示唆した． 
M39-OF土壌における豊富な TOC含量や TOC蓄積は緑肥であるライムギの畑への投入
と無耕耘の結果であると考えられる．頻繁な耕耘が，土壌からの CO2 放出量の増加に伴って，
土壌炭素の減少を引き起こすことはよく知られている（Lal 1997; Lal and Kimble 1997; Paustian 
et al. 1997）．したがって，無耕耘や減耕耘への転換は耕作地における CO2放出量の削減に有
効であると考えられている（Paustian et al. 1997; Robertson et al.2000）．作物残渣を農地に投入
することも土壌の炭素蓄積に効果的である（Lal 1997; Sommerfeldt et al. 1988）．M1F-OF も無
耕耘であるにもかかわらずM1F-OFの年間 TOC蓄積はマイナスであったことから，M39-OFに
おける TOC蓄積にとって，ライムギの投入は無耕耘よりも重要であるかもしれない．  
さらに，M39-OF における年間の温室効果ガス収支-52 g CO2-C eq. m
-2（Figure 3.4）は
M39-OFが温室効果ガスの吸収源としてふるまっていることを示唆した．Koga et al. (2006)は北
海道の耕耘回数の異なる黒ボク土畑で年間の温室効果ガス収支を比較し，144 から 207 g 
CO2-C eq. m
-2を報告した．Flessa et al. （2002）は，ドイツ南部にある慣行農業と有機農業（いず
れも，酪農と作物生産からなる農業システム；土壌は Cambisols）で年間の温室効果ガス収支を
比較し，慣行農業と有機農業においてそれぞれ 167 および 164 g CO2-C eq. m
-2
 を報告した．
いずれの研究も燃料消費によるCO2 放出として 8から 25 g CO2-C m
-2
 を年間収支に入れてい
る．本研究においては，M39-OF は無耕耘で作付けされていたため，燃料消費に伴う CO2 放
出量は 0であると仮定したが，もし 25 g の燃料消費に伴う CO2放出を年間収支に加えたとして
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も，依然として M39-OF は温室効果ガスの吸収源としてふるまう．この温室効果ガス吸収源とし
てのM39-OFの優位性は，TOC蓄積の場合と同様に，温室効果ガス収支においても緑肥施用
と無耕耘が効果的であることをを示唆している． 
M39-OF および M1F-OF における年間の N2O 放出量はフィンランドの慣行農業行畑と有
機農業畑（ともに砂質土壌）で報告された 32 および 37 g CO2-C eq. m
-2
 year
-1
 と同程度であっ
た（Syväsalo et al., 2006）．Koga et al. (2006) は北海道の黒ボク土畑における N2O放出量とし
て 1から 30 g CO2-Ceq. m
-2
 year
-1
 を報告した．これらのことから，M39-OFで測定された年間
N2O放出量は，既報の値の範囲にあると考えらた．本研究から，有機農業におけるN2O放出が
慣行農業よりも高くもしくは低くなるか，を判断することはできないが，Kramer et al. (2006)は， 
米国ある有機農業のリンゴ園で高い脱窒活性（脱窒条件下における N2O および N2生成量）を
報告し，高い脱窒活性は有機農業土壌の豊富な土壌炭素および窒素が関連していると指摘し
た． したがって，今後，N2O の放出に関わる微生物の各種代謝活性を調べていくことも重要で
あろう． 
M39-OFおよびM1F-OFにおける CH4吸収速度の平均は，Lessard et al. (1994)がカナダ
の森林と畑で報告した-15±8 および-1±2 μg C m-2 hour-1 と同等であった．M39-OF および
M1F-OFにおける年間のCH4吸収量は北海道 (Koga et al., 2006) およびドイツ南部 (Flessa et 
al., 2002)で 0.8 – 1.6 g CO2-Ceq. year
-1の範囲にあった． 
窒素（アンモニアや尿素）施用や土壌の耕耘は農耕地土壌における CH4 酸化を阻害する
重要な要素と考えられている（Hütsch, 2001）．M39-OFとM1-OF土壌でアンモニア含量に有意
な差はなかった（Table 3.1）が，一般的に窒素の阻害は硝酸ではなく，アンモニアが原因である
と考えられている（Hütsch, 2001）．Hütsch (2001) はまた，CH4 酸化の衰退には無機態窒素施
用の履歴も重要であると指摘している．同様に，Dobbie and Smith (1996)は，耕作と施肥を中止
した場合にも，CH4酸化の迅速な回復は無かったと指摘している．従って，M39-OF における高
い CH4吸収は，2001年から開始された緑肥以外の無施肥と無耕耘によると考えられる．  
Flessa et al. (2002)やKoga et al. (2006)がすでに指摘しているように，本研究で用いた畑の
年間 CH4 吸収量は温室効果ガス放出量の<0.2% であった（Figure 3.4）．しかしながら，
M39-PFにおけるCH4吸収はN2O放出の 6％に相当した（Figure 3.4）ことから，CH4吸収はN2O
放出のトレードオフとして重要であると考えられる． 
 
3.5. 結論 
M39-OF土壌を培養した際に多量のN2O放出があったにも関わらず，M39-OFとM1F-OF
で年間のN2O放出量に有意な差は無かった理由として，ガス交換の容易さが培養実験とフィー
ルド実験の間で異なっていたためと考えられた． 
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本研究で行ったフィールド実験では，M39-OF は温室効果ガスの吸収源としてふるまって
いること，およびM1F-OFよりもCH4吸収量が高いことが示された．さらに，このM39-OFの地球
温暖化に対する有効性は， 2001 年から開始された緑肥施用を行い，化学肥料施用および耕
耘を行わない有機農業体系に基づいていると考えられた・  
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Table 3.1. pH (H2O), EC, and carbon and nitrogen levels in the soil (0–15 cm depth) obtained from the long- and short-term (39th and 1st year，respectively) 
organic farming (OF) plots at Matsumoto in central Japan. 
Plot
Cropping
year
pH (H2O)
EC
(mS m-1)
TC TN SOC SN NO3
- -N NH4
+ -N MBC MBN
(g kg-1 dry soil) (mg kg-1 dry soil)
M39-OF 39 6.5b 26a 68a 5.5a 178a 121a 15.3a 4.8a 717aa 125aaaa
M1-OF 1 7.3a 10b 50b 3.3b 193a 38b 0.8b 5.1a 181ba 51aaaa
 
EC, electronic conductivity; TC, total carbon; TN, total nitrogen; SOC, soluble organic carbon; SN, soluble nitrogen. NO3
-
-N, nitrate nitrogen; NH4
+
-N, 
ammonium nitrogen; MBC, microbial biomass carbon; MBN, microbial biomass nitrogen.  
Values with different alphabetical characters in each column were significantly different to each other in the t-test (p < 0.05, n = 2 or 3). 
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Figure 3.1. Changes in cumulative CO2 (a), CH4 (b), and N2O (c) emissions during the 4-week 
incubation period (in the dark at 25 °C) for soil (0–15 cm depth) sampled at a 39th year (●, 
M39-OF) and 1st year (○ , M1-OF) organic farming plot . Error bars represent standard 
deviations (n = 3). Different letters in each panel represent the statistical differences of 
cumulative gas emission for 4 weeks within the same site (t-test, p < 0.05). 
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Figure 3.2. Seasonal changes in CO2 (a), CH4 (b), and N2O (c) emission rate and soil temperature 
(a) measured since February 1st 2010 to January 31th 2011 at M39-OF (●) and M1F-OF (○) plots 
in Matsumoto city. In Figure 2a, soil temperature in 5 cm depth was represented with solid line. 
The error bars represent standard deviations (n = 3 - 5). †CO2 emission rate were multiplied 0.5, 
to remove contribution of plant root respiration to CO2 emission rate originally measured. 
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Figure 3.3. Exponential relationship between CO2 emission rate and soil temperature measured 
since February 1st 2010 to January 31th 2011 at M39-OF (●) and M1F-OF (○) plots in 
Matsumoto city. The bars represent standard deviations for CO2 emission rate (n = 3-5). 
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Figure 3.4. Annual C accumulation and GHG balance (g C or CO2-C equivalent m
-2
 year
-1
) in 
M39-OF and M1F-OF calculated with soil TC content (see Table 1), annual GHG emissions, and 
yield of rye and soybean (see the material and method).Carbon amount in plant body was used as 
the CO2 fixation by plant. To calculate the C amount in plant body, 0.5 was used as ratio of C in 
plant to plant dry weight. To convert unit of soil TC content to area base from weight base, 0.7 g 
cm
-3 
of soil bulk density in 20 cm depth was used. Annual CO2 emission was calculated using 
exponential relationship between CO2 emission rate and soil temperature (as shown in Figure 
3.3) like as the study by Shimizu et al. (2009). Annual CH4 and N2O emissions during the 
experimental period were calculated by integration using the trapezoidal rule to seasonal changes 
in CH4 and N2O emission rate in Figure 3.2 and converted to CO2 equivalent with global 
warming potential (GWP; 1 g of CH4 is equivalent to 25 g of CO2 and 1 g of N2O is equivalent to 
298 g of CO2; Forster et al., 2007). 
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第 4章 千葉大学森林環境園芸農場の土壌理化学性および微生物性の時間的および空間
的変動－2002年，2003年および 2011年の調査結果の比較－ 
4.1. はじめに 
千葉大学森林環境園芸農場（以下，沼田農場）は，高冷地に関する教育・研究を行う目的
で，子持山（標高 1298 m）の北東斜面・標高 725～800 m に，1948年 7月に開設された．農場
の面積は 7.5 ha で，このうち約 2 ha が果樹園で，主にりんごが栽培されている．農場の周辺は
林地である．これまでに，沼田農場では，りんごを主体とした研究や温室効果ガス発生調査な
どが行われてきた（犬伏ほか 2005; Xu and Inubushi 2004, 2007, 2009）が，土壌に関する調査
は2002年および2003年に実施されたのみ（犬伏ほか 2004, 2005 ）で，その後はほとんど実施
されていない． 
現在，気候変動をはじめとする様々な環境問題が物質循環に及ぼす影響が懸念されてい
る．沼田農場は，毎年の管理体系についての記録が残されていることから，中山間地および寒
冷地の農業生態系のモデルとして重要である．また，沼田農場が位置する群馬県は首都圏で
大気中に放出された化学物質が酸性降下物や窒素降下物として沈着しやすい位置にある（田
子，2009，博士論文）．従って，沼田農場における物質循環を包括的に解明し，長期的にモニ
タリングしていくことは重要であると考えられる． 
本報告では，前回調査から 8 年後の 2011 年 9 月に実施された 6 大学による合同土壌調
査の結果に基づき，特に土壌の基礎的理化学性および微生物性を報告する．さらに前回調査
結果（犬伏ほか 2004, 2005 ）と今回の調査結果を比較し，沼田農場における土壌の諸性質の
時間的および空間的変動について議論した． 
 
4.2. 材料と方法 
3か所の調査地（林地 2か所，果樹園 1か所）の沼田農場における位置を Figure 4.1に示
した．沼田農場の詳細は犬伏ほか（2004）に記載されている．3 か所の調査地の名称（植生-標
高-調査年）は，それぞれスギ-810-11，広-800-11および果樹-790-11とした．調査地のうち，スギ
-810-11は，スギを主植生とする林地であり，沼田農場の斜面上部（標高 810 m）に位置している．
広-800-11は，コナラ・ニホングリ等の林地であり，スギ-810-11 と同様，沼田農場の斜面上部（標
高 800 m）に位置している．果樹-790-11 は，リンゴを主体とする果樹園であり，沼田農場の斜
面中部（標高 790 m）に位置している．スギ-810-11および果樹-790-11の周辺は2002年および
2003年にも調査されており（犬伏ほか 2004, 2005 ），本研究において，2002年および 2003年
の調査地の名称は，それぞれ，林地をスギ-800-02 およびスギ-800-03，果樹園を果樹-790-02
および果樹-750-03 とした．本研究において，個々の調査地に言及する際には，上記の調査地
の名称を用いた． 
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2011 年 9 月 14 日に各調査地で土壌断面調査および土壌採取を行った．土壌断面調査
は土壌調査ハンドブック（日本ぺドロジー学会 1997）に従って行い，断面の調査深度は地表面
から最大 1m とした．断面調査後に土壌を層位別に採取した．その際，層位断面から土壌を満
遍なく採取し，ポリ袋内でよく混合した．後述の理化学性および微生物性の分析には地表面に
最も近い 2 つの層位を供試した．なお，本研究では，地表面に最も近い層（主に A 層）を第 1
層位，第 1層位の直下の層位（A，AB もしくは B層）を第 2層位と称する． 
土壌の理化学性として，pH（H2O），電気伝導度（EC），全炭素（TC），全窒素（TN）および
可溶性有機態炭素（SOC）を測定した．pH（H2O），EC，TC および TN の測定方法は土壌環境
分析法（土壌環境分析法委員会 1997）に従った． 
また，SOCの測定に際して，湿潤土壌 10 gを 0.5M K2SO4溶液 50ml とともに 100mL容の
振とうビンに入れ，30 分間振とうした．その後，土壌と 0.5M K2SO4 の混合液をろ紙
（ADVANTEC No. 6，東洋ろ紙，東京）を用いてろ過した．ろ液中の有機態炭素を SOC として，
全有機炭素分析計（TOC-5000，島津製作所，京都）を用いて測定した． 
土壌の微生物性として，微生物バイオマス炭素（MBC），土壌呼吸量および qCO2 を測定
した．MBCおよび土壌呼吸量の測定に際して，湿潤土壌 100 g をポリ袋に入れ，袋の口にシリ
コ栓を装着したのち，25℃で 1 週間培養し，土壌採取時の撹乱の影響を除去した．その後，土
壌 10 g中のMBCをクロロホルム薫蒸-抽出法（Vance et al. 1987）によって測定した．また，別の
土壌 10 g を 100 mL 容バイアルに入れ，25℃でさらに培養し，1 週間後にバイアル気相中の
CO2 濃度を熱伝導度検出器付きガスクロマトグラフィー（GC-14B，島津製作所）を用いて測定し
た．このCO2濃度から土壌呼吸量を算出した．また qCO2は，土壌呼吸量をMBCによって除す
ることで算出した． 
 
4.3. 結果と考察 
4.3.1. 断面の比較 
Table 4.1に示したように，第 1層位はいずれの調査地でも A層であり，第 1層位の厚さは
スギ-810-11で 15 cm，広-800-11で 5 cm，果樹-790-11で 9 cmであったが，A層全てを含める
と，スギ-810-11 で 15cm，広-800-11 で 10cm，果樹-790-11 で 18cm であり，林地と果樹園で A
層の厚さに明らかな違いはなかった．犬伏ほか（2004）が 2002 年にスギ-800-02 および果樹
-790-02で調査した際には，スギ林でより厚い A層を報告しており（Table 4.2），厚さの違いの原
因としてスギ-800-02 における多大な有機物供給量を挙げている．しかしながら，犬伏ほか 
(2005)が 2003年に調査した際には，スギ-800-03の A層は果樹-790-02に対して然程厚くなか
った（それぞれ，27および 23cm; Table 4.2）ことから，必ずしも林地，特にスギ林でA層が厚くな
るわけではないと推察される． 
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また，いずれの調査地のおいても，地表から深さ 50から 65cmで埋没腐植層が出現してお
り（Table 4.1），犬伏ほか（2005）の報告と一致した．さらに A層と埋没腐植層の間には榛名二ッ
岳由来の降下火山灰（西暦 500から 550年）および降下軽石（西暦 550から 600年）と思われる
礫層が出現した（Table 4.1）． 
活性アルミニウム反応はスギ-810-11では±から++であったのに対し，果樹-790-11では++
から+++であり（Table 4.1），果樹園における高い活性 Al 反応を報告した犬伏ほか（2004）と一
致した．なお，広-800-11では全ての層において+++であった（Table 4.1）． 
 
4.3.2. 理化学性の比較 
Table 4.3に 2011年の本調査および 2002年・2003年の前回調査（犬伏ほか 2004, 2005 ）
の調査地点の第 1層位および第 2層位の理化学性を示した．また，Table 4.4には土壌理化学
性の 2002年から 2011年までの平均値，標準偏差および変動係数を示した． 
pH（H2O）は，調査年・層位に関わらず，林地では 5.4から 6.0，果樹園では 5.9から 7.0の
範囲にあり（Table 4.3），林地でより低い傾向を示した．また，pH（H2O）の 2002年から 2011年ま
での変動係数は層位に関わらず，林地・果樹園ともに 10%以下であった（Table 4.4）． 
ECは，調査年に関わらず，果樹園の，特に第 1層位でより高かった（Table 4.3）．但し，EC
の 2002年から 2011年までの変動係数は林地・果樹園に関わらず第 1層位で大きく，果樹園の
第 2層位でのみ 6%であった（Table 4.4）． 
2011年の TCおよび TNは，スギ-810-11および広-800-11でより高い傾向を示し，2003年
の傾向と一致したが，2002年はむしろ果樹-790-02で高かった（Table 4.3）．また，調査年・植生
に関わらず，TC・TN は第 1 層位から第 2 層位にかけて減少する傾向を示した（Table 4.3）．
2002 年から 2011 年までの変動係数は，林地の第 2 層位（6%）を除き，21 から 46%であった
（Table 4.4）．また，C/N比もある程度の変動を示しているものの（7から 18%; Table 4.3），林地の
第 1層位は果樹園の第 1層位と同等かより高い C/N比を有していた（Table 4.3）． 
TC・TN と同様に，2003 年および 2011年の可溶性有機態炭素（SOC）は，林地でより高い
傾向を示し，2002 年はむしろ果樹-790-02 でより高かった（Table 4.3）．また，2003 年および
2011年の調査では，林地・果樹園ともに第 1層位から第 2層位にかけて減少する傾向があった
（Table 4.3）．2002年から 2011年までの変動係数に着目すると，変動係数は林地の第 1層位の
みで小さく，果樹園の第 1層位・第 2層位において特に大きかった（Table 4.4）． 
 
4.3.3. 微生物性の比較 
Table 4.5に 2011年の本調査および 2002年・2003年の前回調査（犬伏ほか 2004, 2005 ）
の調査地点の第 1層位および第 2層位の微生物性を示した．また，Table 4.5には土壌微生物
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性の 2002年から 2011年までの平均値，標準偏差および変動係数を示した． 
第 1層位の微生物バイオマス炭素（MBC）に着目すると，2002年および 2011年は林地お
よび果樹園で同程度あり（1033から 1336 mg kg-1 乾土），2003年のみスギ-800-03のMBCは
果樹-750-03よりも多かった（Table 4.5）．また，2003年の第 1層位のMBCは，植生に関わらず
2002年や 2003年に比べて少なく（Table 4.5），2002年から 2011年までの変動係数は特に果樹
園で大きかった（Table 4.6）．第 2 層位の MBC に注目すると，植生の違いで比較可能な 2003
年および 2011年では，林地でより多かった（Table 4.5）．また，2011年の林地のMBCに着目す
ると，第 1層位・第 2層位ともにスギ-810-11 よりも広-800-11で多かった． 
続いて，CO2放出量に着目すると，第 1層位ではスギ-800-02および果樹 790-02で最も多
く，第 2層位では広-800-11で最も多かった（Table 4.5）．また，2003年から 2011年までの変動
係数は，植生・層位に関わらず 40%以上を示した（Table 4.6）． 
基質である炭素の可給性を表す指標である MBC/TC および MBC/SOC（Anderson and 
Domsch 1989; Fließbach et al. 1994）は類似した挙動を示し，MBC/TC・MBC/SOC ともに果樹
-750-03の第 1層位で最も高い値を示した（Table 4.5）．また，2003年から 2011年までの変動係
数は，果樹園の第 1層位・第 2層位において 60%以上を示した（Table 4.6）． 
微生物代謝の効率性を表す指標である qCO2（Anderson and Domsch 1994）は，0.09から
0.94 と広い範囲を示したが，林地と果樹園で明らかな違いは無かった（Table 4.5）． 
 
4.3.4. 理化学性と微生物性の相関関係 
Table 4.7には土壌の理化学性および微生物性の相関関係を示した．pH（H2O），C/N比，
SOC はいずれの項目とも有意な相関を示さなかった．EC に注目すると，TC，TN および MBC
との間に正の相関を示した（Table 4.7）．また，TC，TNおよびMBCは相互に正の相関を示した．
CO2放出速度はMBC，MBC/TC，MBC/SOCおよび qCO2と正の相関を示し（Table 4.7），これ
は微生物量，代謝速度，代謝の効率性および基質の利用性が相互に影響し合っていることを
反映していると考えられる．2003 年の調査においても，MBC と CO2放出速度の間に正の相関
が認められている（犬伏ほか 2005）．また，MBC/TC と MBC/SOC の間に強い正の相関が認め
られた． 
 
4.4. 結論 
調査項目のうち，2002 年から 2011 年まで共通した傾向を示したものはほとんど無かった．
土壌断面調査では，地表から深さ 50から 65cmにおける埋没腐植層の出現および果樹園にお
ける高い活性 Al反応が 2002年から 2011年の調査で共通していた．pH（H2O）以外のほとんど
の理化学性および微生物性は，植生の違い・層位の違いに関わらず 2002 年から 2011 年にか
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けて比較的大きな変動係数を示していた（Table 4.4，Table 4.6）．pH（H2O）以外で 2002年から
2011年にかけて共通した傾向としては，TC・TNの第 1層位から第 2層位にかけての減少があ
った．2002年から 2011年にかけての比較的大きな変動は，沼田農場の空間的変動の大きさに
由来する，と考えられる．具体的には，沼田農場が傾斜地（傾斜 10°程度）に位置しているた
めに，土壌の移動や標高の変化が起こりやすく，狭い面積で環境の変化が起こることが影響し
ていると考えられる．変動の原因としては，経年変化や調査時期の違い（特に 2002 年と 2003
年・2011 年）も考えられるが，動的平衡状態に達している林地内においても変動がみられること
や調査時期が同じ 2003 年と 2011 年においても同じ植生内で測定値が大きく異なることから，
経年変化および調査時期時の違いが原因ではないと考えた．今後，沼田農場において物質循
環を包括的に解明し，長期的にモニタリングしていく際には，本調査で明らかになった空間的
変動に，十分に配慮していくことが求められる． 
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Figure 4.1. Location of surveyed points (○ , ◎ , ● ) surveyed in Chiba University's 
environmental horticulture and forestry farm on 2002, 2003 and 2011. ○, ◎ and ● were 
surveyed on 2002, 2003 and 2011, repectively. Name of survey point indicates “vegetation - 
elevation (m) - year of survey”. Abbreviation for vegetation are C, B and O for Japnese ceader 
forest, Broad-leaved forest and Orchard, respectively. 
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Table 4.1. Soil profiles in survey of 2011  
Year Vegetation
Elevation
(m)
No. Soil horizon†
Depth
(cm)
Soil color Soil texture‡
Active Al 
reaction
2011
Japanese cedar
forest
810 C-810-11
A 0-15 10YR 2/1 SL* ±
AB 15-28 10YR 2/2 SL** ±
2Bw 28-47 7.5YR 4/4 SCL** +
3Bw 47-65 7.5YR 4/6 SCL +
4Ab 65-100+ 7.5YR 4/3 CL ++
Broad-leaved
forest
800 B-800-11
A1 0-5 7.5YR 2/1 L* +++
A2 5-10 10YR 2/2 SL** +++
2C 10-35 7.5YR 3/4 L +++
3Bw 35-50 7.5YR 4/5 L +++
4A 50-65 7.5YR 3/4 CL +++
5A/B 65-90 7.5YR 5/6 CL +++
5C 90+ 7.5YR 5/8 L +++
Orchard 790 O-790-11
Ap 0-9 7.5YR 3/2 SL ++
A 9-18 10YR 2/3 SL +++
AB 18-25 5YR 3/2 SL* ++
2C 25-41 10YR 8/2 -*** ++
3Bw 41-62 10YR 5/6 - ++
4A1 62-75 10YR 4/6 L ++
4A2 75-92 10YR 4/4 L ++
4Bw 92-104+ 10YR 6/8 CL ++
 
†Number placed before “A” or “A/B” indicates this horizon as a buried horizon. ‡Asterisk (*) 
with alphabet indicates existence of gravels in a soil horizon (*, include; **, rich or very rich; 
***, gravel soil）． 
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Table 4.2. Soil profiles in survey of 2002 and 2003 (Inubushi et al., 2003a, 2003b） 
Year Vegetation
Elevation
(m)
No. Soil horizon†
Depth
(cm)
Soil color Soil texture‡
Active Al 
reaction
2002
Japanese cedar
forest
800 C-800-02
A 0-26 7.5YR 3/1 L + (++)
B1 26-51 7.5YR 4/4 LiC +
B2 51-75+ 7.5YR 4/4 LiC ++
Orchard 790 O-790-02
Ap 0-5 10YR 2/2 L ++
A 5-9 10YR 2/2 L ++
B1 9-23 10YR 1.7/1 SL +++
B2 23-51+ 10YR 4/4 CL +++
2003
Japanese cedar
forest
800 C-800-03
A 0-27 10YR 3/2 SL +++
Bw 27-62 10YR 4/4 L +++
2A 62-94 10YR 4/3 CL +++
2Bw 94+ 10YR 5/8 LoC ++
Orchard 750 O-750-03
Ap 0-23 7.5YR 2/1 CoSL ++
2CB 23-27 7.5YR 4/4 L +
3BC 27-38 7.5YR 4/6 CL ±
4Bw 38-54 7.5YR 4/4 CL +
5AB 54-65 7.5YR 3/2 CL +
6A 65+ 7.5YR 2/2 CL +++
 
†Number placed before “A” or “A/B” indicates this horizon as a buried horizon. 
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Table 4.3. Physical and chemical properties of soil horizons (in 1st and 2nd surface) surveyed in 2011, 2002 and 2003† 
Year No. Soil horizon pH (H2O)
EC
(mS min-1)
TC TN
C/N
SOC
(mg kg-1 dry soil )
(g kg-1 dry soil )
2002
C-800-02
A 5.7 1.7 62.6 4.9 12.8 300 
B1 6.1 0.7 36.2 3.3 11.0 -
O-790-02
Ap 6.2 4.7 80.9 7.5 10.8 450 
B1 6.4 4.7 41.4 3.5 11.8 500 
2003
C-800-03
A 5.4 4.1 63.9 5.4 11.9 355 
Bw 5.4 3.3 34.7 3.4 10.3 402 
O750-03
Ap 6.1 5.0 41.9 3.4 12.2 225 
2CB 5.9 4.2 18.4 1.3 14.7 68 
2011
C-810-11
A 5.4 7.2 120.0 7.2 16.7 319 
AB 5.6 3.7 54.4 3.7 14.9 170 
B-800-11
A1 5.9 11.4 127.9 8.9 14.4 368 
A2 6.0 2.6 44.5 3.2 13.9 370 
O-790-11
Ap 6.4 20.2 90.5 8.3 10.9 152 
A 7.0 4.7 38.2 2.7 14.4 118 
 
†Physical and chemical properties in 2002 and 2003 were refered from Inubushi et al. (2004 and 2005) .  
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Table 4.4. Average, standard deviation and coefficient variation of soil physical and chemical properties between 2002 and 2011. 
Soil horizon Vegetation pH (H2O)
EC
(mS min-1)
TC TN
C/N
SOC
(mg kg-1 dry soil )(g kg-1 dry soil )
1st
Japanese cedar
Forest
5.6±0.2 (4) 6.1±4.2 (69) 94±35 (38) 6.6±1.8 (28) 14.0±2.1 (15) 335±31 (9)
Orchard 6.2±0.2 (2) 10.0±8.9 (89) 71±26 (36) 6.4±2.6 (41) 11.3±0.8 (7) 276±155 (56)
2nd
Japanese cedar
Forest
5.8±0.3 (6) 2.6±1.3 (52) 42±9 (21) 3.4±0.2 (6) 12.5±2.2 (18) 314±126 (40)
Orchard 6.4±0.6 (9) 4.5±0.3 (6) 33±12 (38) 2.5±1.1 (46) 13.6±1.6 (12) 229±236 (103)
 
Value in parentheses is coefficient variation (unit is %). 
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Table 4.5. Microbial properties of soil horizons (in 1st and 2nd surface) surveyed in 2011, 2002 and 2003† 
Year No. Soil horizon
MBC
(mg kg-1 dry soil )
Soil respiration
(mg CO2-C kg
-1 dry soil week-1)
MBC/TC MBC/SOC qCO2
2002
C-800-02
A 1100 100 17.6 3.7 0.54 
B1 - - - - -
O-790-02
Ap 1200 190 14.8 2.7 0.94 
B1 300 - 7.2 0.6 -
2003
C-800-03
A 613 60 9.6 1.7 0.58 
Bw 328 20 9.4 0.8 0.36 
O750-03
Ap 296 30 44.9 18.4 0.60 
2CB 145 15 16.1 4.6 0.62 
2011
C-810-11
A 1033 30 8.6 3.2 0.17 
AB 474 7 8.7 2.8 0.09 
B-800-11
A1 1306 73 10.2 3.5 0.33 
A2 671 35 15.1 1.8 0.31 
O-790-11
Ap 1336 42 14.8 8.8 0.19 
A 148 7 3.9 1.3 0.30 
 
†Microbial properties in 2002 and 2003 were refered from Inubushi et al. (2004 and 2005) . 
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Table 4.6. Average, standard deviation and coefficient variation of soil microbial properties between 2002 and 2011 
.
Soil horizon Vegetation
MBC
(mg kg-1 dry soil )
Soil respiration
(mg CO2-C kg
-1 dry soil week-1)
MBC/TC MBC/SOC qCO2
1st
Japanese cedar
Forest
1,013±291 (29) 66±29   (45) 11.5± 4.1 (36) 3.0±0.9   (29) 0.4±0.2 (47)
Orchard 944±565 (60) 87±89 (102) 24.8±17.4 (70) 10.0±8.0   (80) 0.6±0.4 (65)
2md
Japanese cedar
Forest
491±172 (35) 21±14   (67) 11.1±3.5 (31) 1.8±1.0   (55) 0.3±0.1 (57)
Orchard 198± 89 (45) 11±5   (47) 9.1±6.3 (69) 2.1±2.1 (100) 0.5±0.2 (49)
 
Value in parentheses is coefficient variation (unit is %). 
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Table 4.7. Correlation matrix among physical, chemical and microbial properties of soils surveyed in 2002, 2003 and 2011(n = 12 or 13).  
pH (H2O) EC TC TN C/N SOC MBC CO2 MBC/TC MBC/SOC qCO2
pH (H2O)
-
EC 0.263 -
TC -0.194 0.566* -
TN -0.095 0.666* 0.936** -
C/N -0.131 -0.127 0.234 -0.099 -
SOC -0.231 -0.223 0.247 0.310 -0.382 -
MBC -0.138 0.559* 0.854** 0.922** -0.067 0.265 -
CO2 0.042 -0.021 0.366 0.543 -0.421 0.018 0.631* -
MBC/TC 0.009 -0.027 -0.177 -0.115 -0.209 -0.160 -0.071 0.622* -
MBC/SOC 0.123 0.297 -0.008 0.044 -0.129 -0.361 0.007 0.620* 0.917** -
qCO2 0.073 -0.344 -0.222 -0.049 -0.465 -0.176 -0.007 0.705** 0.210 0.158 -
 
Single and dubble asterisks (* and **) indicate significante relationship in 5% and 1% of significance level, repectively, which were tested by test for no 
correlation [in n = 13, r > 0.533 and r > 0.684 were sigificant in 5% and 1% level, repectively; in n = 12, r > 0.576 and r > 0.708 were siginificant in 5% and 
1% level, repectively]
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第 5章 総括 
本研究では，既存の研究例が殆どない，過去の土地利用が異なる草地や日本の有機農
業畑，千葉大学森林環境園芸農場の林地および果樹園土壌における温室効果ガス（CO2, 
CH4および N2O）の動態および土壌の炭素・窒素量を検討した．本章では，各章を総括し，さら
に，過去の土地利用の違いや土地利用の継続年数の違い，また微地形の大きな高低差が土
壌の炭素・窒素量や温室効果ガスの動態，またそれらのモニタリングに及ぼす影響について考
察した． 
第 2 章では，ロシア南部のアルカイム生態保護区にある土地利用歴の異なる自然林（NF：
主に広葉樹Betula pendulaで構成される自然林）および 2箇所の休閑草地（CL：1991年まで耕
作地で，その後18年間休閑地；PST：1991年まで放牧地で，その後 18年間休閑地）において，
土壌の炭素および窒素量，また温室効果ガス（CO2，CH4およびN2O）フラックスを測定し，現在
の土地利用の違い（休閑草地と自然林）だけでなく過去（18 年前）の 土地利用の違い（放牧地
と耕作地）も土壌の全炭素量，全窒素量および微生物バイオマスに影響している可能性（Table 
2.1および Figure 2.2）を見出した．また，CO2放出速度は炭素量および窒素量が高いO層を有
する NFで最も高かった（Figure 2.3）．  
第 3 章では，長野県松本市にある作付け年数の異なる有機農業畑において，CO2，CH4
およびN2Oの放出を調べ，1971年から有機農業を開始し 2001年からは耕耘や緑肥以外の施
肥，農薬の散布を行わずに夏にエダマメを栽培している圃場（M39-OF）で年間の土壌炭素蓄
積がプラスであり，温室効果ガスの収支はマイナスであることを見出した（Figure 3.4）．さらに，
北海道やドイツ南部で報告されている最大 25 g の燃料消費に伴う CO2 放出（Koga et al. , 
2006; Flessa et al., 2002）をM39-OFの年間収支に加えたとしても，依然としてM39-OFは温室
効果ガスの吸収源としてふるまった．一方，2010 年から有機農業を開始した圃場（M1F-OF）で
は，土壌炭素蓄積はマイナスであり，温室効果ガスの収支はプラスであった．さらに M39-OFに
おける年間の CH4吸収量はM1F-OFよりも約 8倍多かった（Figure 3.4）．これらM39-OFの地
球温暖化防止に資っする有益性は，2001 年から開始された緑肥施用を行い，化学肥料施用
および耕耘を行わない有機農業体系に基づいていると考えられた． 
第 4 章では，千葉大学森林環境園芸農場（以下，沼田農場）の林地および果樹園土壌に
ついて，いくつかの理化学性および微生物性を 2002 年，2003 年および 2011 年で比較し，沼
田農場における土壌の諸性質の時間的および空間的変動について議論した．調査項目のうち，
2002年から2011年まで共通した傾向を示したものはほとんど無かった．土壌断面調査では，地
表から深さ 50 から 65cm における埋没腐植層の出現および果樹園における高い活性 Al 反応
が 2002 年から 2011 年の調査で共通していた （Table 4.1，4.2）．また，pH（H2O）・ 全炭素・全
窒素の以外の理化学性および微生物性は，植生の違い・層位の違いに関わらず 2002 年から
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2011 年にかけて比較的大きな変動係数を示していた （Table 4.4，4.6）．その理由としては，沼
田農場が傾斜地（傾斜 10°程度）に位置しているために，土壌の移動や標高の変化が起こり
やすく，狭い面積で環境の変化が起こることが影響していると考えられた． 
土壌の各種炭素・窒素量は，ロシア南部のステップ草原や日本の有機農業畑，それぞれ
の場所の調査地点間（すなわち，CL と PST と NF；M39-OF と M1F-OF）で，異なっている場合
が多く，この調査地点間の土壌の炭素・窒素量の違いには，現在の土地利用だけでなく過去の
土地利用の違い（18年前まで耕作地であったか，放牧地であったかの違い）や，土地利用の継
続年数の違い（有機農業を開始して 39 年目か 1 年目か）も影響していると考えられる．今後，
土壌の炭素・窒素量を適切にモニタリングしていくためには，土地利用の種類だけでなく，その
履歴や継続年数も重要であろう（Figure 5.1）．また，沼田農場において物質循環を長期的にモ
ニタリングし，包括的に解明していく際には，傾斜地（傾斜 10°程度）であることに由来する，土
壌の諸性質の大きな空間的変動に十分に配慮することが重要であると考えられた． 
ロシア南部のステップ草原と日本の有機農業畑，いずれの場所においても，CO2の放出速
度は土壌炭素をより多く含む土壌で高かった（Figure 5.2）．沼田農場土壌の CO2放出速度は，
全炭素量とは有意な相関を示さなかったが，MBC，MBC/TC，MBC/SOC および qCO2 と正の
相関を示し（Table 4.7），これは微生物量，代謝速度，代謝の効率性および基質の利用性が相
互に影響し合っていることを反映していると考えられた．これらのことは，過去の土地利用の異
なる場所や，土地利用の継続年数の異なる場所，空間的変動の大きい場所においても，一般
によく知れたCO2放出速度と土壌炭素の密接な関係が成り立つことを示している．また，日本の
有機農業畑土壌においては CO2放出速度と地温との間にも高い相関があった（Figure 3.3）こと
から，CO2放出速度の継続的な測定が難しい場合にも土壌炭素に加えて，地温などより基礎的
なデータから CO2放出速度を推測できうることを改めて示している． 
沼田農場土壌の CO2放出速度と全炭素量との間に優位な相関が無かった理由としては，
本農場の土壌が火山灰を母材とする黒ボク土である（犬伏ら，2004）ためだと考えられる．火山
灰に含まれる活性アルミナが有機物と結合することで，分解に対する有機物の安定性が黒ボク
土において向上することが一般に知られている（Shirato et al., 2004）.また，全炭素以外で，CO2
放出速度の指標となるような炭素・有機物画分も多く検討されており，日本の黒ボク土を含む土
壌では水溶性有機物や熱水可溶性有機物（坂本・大羽 1991；Uchida et al. 2012），また溶存有
機態炭素（瀬戸 1981）などが報告されている．したがって，黒ボク土で CO2放出速度を土壌炭
素から推測する場合には，上記のような全炭素以外の有機物・炭素画分に注目することが適切
であろう． 
CH4 放出速度は，ロシア南部のステップ草原と日本の有機農業畑，いずれの場所におい
ても概ねマイナスであり (Figure 2.3, Figure 3.2b)，CH4酸化が CH4生成よりも優占していること
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を示唆した．畑土壌や草地土壌のような比較的乾燥した土壌では，水田土壌などとは異なり，
CH4生成よりも CH4酸化が優先していることは一般的な現象である．本研究で測定された CH4
吸収速度は他のステップ草原や日本の畑で報告された吸収速度の範囲にあった．CH4 酸化は
窒素（主にアンモニアと尿素）によって強く阻害されることが知られている（Hütsch, 2001）ため，
有機農業では慣行農業よりもCH4酸化が高いことが期待される．しかしながら，特に日本の黒ボ
ク土の有機農業畑について CH4 酸化速度を測定した例は，本研究以外にないようなので，今
後の研究が待たれる． 
N2O放出速度は，ロシア南部においては放出と吸収の両方が測定された（Figure 2.3）．有
機農業畑においては，概ね放出であった（Figure 3.2c）．本研究においては，N2O 放出速度に
調査地点間（すなわち，CLと PSTとNF；M39-OFとM1F-OF）で明確な違いは無かった．しかし
ながら，N2Oは脱窒や硝化脱窒（nitrifier denitrification）の過程で，N2Oが放出されると同時に
吸収もされる（Warge et al., 2001）ため，脱窒や硝化脱窒が環境の変化により活性になった場合
に，N2O放出が増加することを単純に期待することはできない．例えば，Kramer et al. (2006)は
いくつかの土壌を脱窒に最適な環境で培養した場合，脱窒速度（N2O と N2の放出速度）が 10
倍異なる場合にも，N2O の放出は 5 倍しか異ならなかったことを報告している．このことから，
N2O 放出速度の違いが小さい，もしくは無い場合にも，脱窒や硝化，硝化脱窒といった N2O 生
成の過程が土地利用歴や有機農業の影響を受けている可能性はあるので，N2O 生成の過程
がどのように異なるかについても今後着目していく必要があると考えられる．また，Holst et al. 
(2008) は，凍結融解によって起こるN2Oフラックスはステップ生態系における年間のN2O放出
量に多大な寄与をしうることから，非繁茂期（冬と春）の温室効果ガスフラックス測定の重要性を
指摘している．したがって，今後，ロシアのユーラシアステップにおいては，より高頻度で連続的
にガスフラックスを測定していくことが求められるであろう． 
また，本研究では，直接着目することは無かったが，沼田農場においてもCH4やN2Oの放
出速度を定量することは重要であると考えられる．なぜならば，沼田農場が位置する群馬県は
首都圏で大気中に放出された化学物質が酸性降下物や窒素降下物として沈着しやすい位置
にある（田子，2009）ため，首都圏由来の酸性降下物や窒素降下物が沼田農場における窒素
の動態や CH4酸化に影響を及ぼしている可能性は十分にあるからである．また，沼田農場の
N2Oの放出速度については，犬伏ら（2005）の培養実験結果があるのみでほとんど研究されて
おらず，CH4放出速度についても，Xu et al.（2004）が林地と樹園地から採取したそれぞれの土
壌を培養し，土壌の CH4酸化速度が樹園地でより低いことを見出しているのみで，本研究で明
らかになったような大きな空間的変動は考慮されていない． したがって，沼田農場における
CH4やN2O放出量について，農場全体で把握して行くことが，今後重要であると考えられる．な
お，2011年 5月から Kong et al. （未発表） によって，沼田農場内の樹園地，林地および草地
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においてチャンバー法を用いたCO2，CH4およびN2O放出速度の測定が開始されており，2011
年から 2012年までの各ガスの放出速度は，平均でそれぞれ 120から 500 mg C，-28から-79μ
g C および 2から 89 µg N m-2 hour-1であった． 
本研究では，既存の研究例が殆どない，過去の土地利用が異なる草地や日本の有機農
業畑，千葉大学森林環境園芸農場の林地および果樹園土壌における温室効果ガス（CO2, 
CH4およびN2O）の動態および土壌の炭素・窒素量を検討し，過去の土地利用の異なる場所や，
土地利用の継続年数の異なる場所，空間的変動の大きい場所においても，一般によく知れた
CO2 放出速度と土壌炭素の密接な関係が成り立つことを示した．また，日本の有機農業畑土壌
においては CO2 放出速度と地温との間にも高い相関があったことから，CO2 放出速度の継続的
な測定が難しい場合にも土壌炭素に加えて，地温などより基礎的なデータから CO2 放出速度を
推測できうることも改めて示された．CH4 放出速度や N2O 放出速度については，より数多くの場
所で高頻度に測定することが必要であると考えられた．また，放出速度だけでなく土壌での放出
の過程に注目することも重要であると考えられた． 
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Figure 5.1. Differences in type and history of land-use could affect on soil carbon, nitrogen and 
microbes, and then greenhouse gas emission.  
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Figure 5.2. Relationships between soil total carbon content and CO2 emission rate measured in 
Russia and Matsumoto (referred from Section 2&3). 
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要約 
本研究では、既存の研究例が殆どない，過去の土地利用が異なる草地や有機農業畑，千
葉大学森林環境園芸農場の林地および果樹園土壌における温室効果ガス（CO2, CH4 および
N2O）の動態および土壌の炭素・窒素量を検討した。 
第 2章では，ロシア南部の生態保護区を対象に行った研究について述べた．ロシア南部の
アルカイム生態保護区にある自然林および 18 年前（1991 年）まで耕作または放牧が行われ
ていた 2 箇所の草地土壌（旧耕作地および旧放牧地）で温室効果ガス放出・吸収速度および
炭素・窒素量を測定した際、自然林で CO2放出速度および炭素量・窒素量は草地よりも高い
傾向があった。また、旧放牧地の炭素・窒素量は旧耕作地よりも高かった。よって、現在だ
けでなく過去（18年前）の土地利用の違いも土壌の炭素・窒素量に影響を及ぼしていること
が示唆された。 
第 3章では，長野県の有機農業畑を対象に行った研究について述べた．長野県松本市の作
付け年数が異なる 2か所の有機農業畑黒ボク土壌（1971年開始のM39-OFと，2009年開始
のM1-OF）を 4週間培養した際、M39-OFはM1-OFよりも CO2およびN2Oを多く放出す
る傾向があった。また、M39-OFと 2010年開始のM1F-OF（M1-OFに隣接する有機農業畑）
で温室効果ガス放出速度を 2010年 2月から 2011年 1月までの 1年間測定した際、M39-OF
は M1F-OF の約 2 倍の CO2を放出し、約 8 倍の CH4を吸収した。さらに，M39-OF では，
年間の土壌炭素蓄積がプラスであり，温室効果ガスの収支はマイナスであった．一方，2010
年から有機農業を開始した圃場（M1F-OF）では，土壌炭素蓄積はマイナスであり，温室効
果ガスの収支はプラスであった．これらM39-OFの地球温暖化防止に対する優位性は，2001
年から開始された緑肥施用を行い，化学肥料施用および耕耘を行わない有機農業体系に基づ
いていると考えられた。 
第 4章では，千葉大学森林環境園芸農場（以下，沼田農場）において，2011年 9月に実
施された 6 大学による合同土壌調査の結果に基づき，特に土壌の基礎的理化学性および微
生物性を報告した．さらに前回（2002年および 2003年）と今回の調査結果を比較し，沼田
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農場における土壌の諸性質の時間的および空間的変動について議論した．沼田農場内にあ
る林地 2 か所，果樹園 1 か所において，土壌断面調査および土壌理化学性・微生物性の分
析を行った．理化学性および微生物性については地表面に最も近い最も近い層（第 1層位）
および第 1層位の直下の層位（第 2層位）に注目した．調査項目のうち，2002年から 2011
年まで共通した傾向を示したものはほとんど無かった．土壌断面調査では，地表から深さ
50から 65cmにおける埋没腐植層の出現および果樹園における高い活性Al反応が 2002年か
ら 2011年の調査で共通していた．また，pH（H2O）・ 全炭素・全窒素の以外の理化学性お
よび微生物性は，植生の違い・層位の違いに関わらず 2002年から 2011年にかけて比較的大
きな変動係数を示していた．その理由としては，沼田農場が傾斜地（傾斜 10°程度）に位
置しているために，土壌の移動や標高の変化が起こりやすく，狭い面積で環境の変化が起
こることが影響していると考えられた． 
第 5 章では，過去の土地利用の違いや土地利用の継続年数の違い，また微地形の大きな
高低差が土壌の炭素・窒素量や温室効果ガスの動態，またそれらのモニタリングに及ぼす
影響について考察した．本研究により，過去の土地利用の異なる場所や，土地利用の継続年
数の異なる場所，空間的変動の大きい場所においても，一般によく知れた CO2放出速度と土
壌炭素の密接な関係が成り立つことが示された．また，日本の有機農業畑土壌においては CO2
放出速度と地温との間にも高い相関があったことから，CO2 放出速度の継続的な測定が難し
い場合にも土壌炭素に加えて，地温などより基礎的なデータから CO2放出速度を推測できう
ることも改めて示された．CH4放出速度やN2O放出速度については，より数多くの場所での
測定やより高頻度での測定が必要であると考えられた．また，放出速度だけでなく土壌での
放出の過程に注目することも重要であると考えられた． 
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Abstract 
In current study, I have investigated greenhouse gas (GHG: CO2, CH4 and N2O) emissions, and 
soil carbon (C) and nitrogen (N) contents in Russian grasslands with differential land-use history, 
Japanese uplands with organic farming, and forest and orchard in Chiba university’s environmental 
horticulture and forestry farm (i.e., Numata farm). There was little information of GHG emissions, and 
soil C and N contents in current research sites. 
In section 2, I mentioned a study investigating an ecological reserve in southern Russia. The 
effects of different land-use histories on soil C and N contents and GHG emissions were investigated in 
the Arkaim museum reserve located in the South Ural of Russia. A natural forest site (NF) and two 
grassland sites that had different land-use histories (CL: cropland until 1991; PST: pasture until 1991; 
both sites have been fallow for 18 years) were selected for soil sampling and gas flux measurements. 
The vegetation in NF was mainly Betula pendula Roth. with steppe cherry and grassy cover. Perennial 
grasses have been planted in CL and PST since 1991 to establish reserve mode, and the projective 
cover of these plants were >90% in both sites in 2009. Soil samples were taken from the A horizon in 
the three sites, and additionally samples of the O horizon were taken from NF. The contents of soil C 
and N [total C, total N, soluble organic C, soluble N and microbial biomass C (MBC)] in the O horizon 
of NF were the largest among all investigated soils (p < 0.05). Additionally, the total C, total N and 
MBC in PST were significantly larger than in CL (p < 0.05). Positive CO2 fluxes (i.e., CO2 efflux) in 
all three investigated sites were observed. The CO2 efflux in NF was significantly larger than in CL and 
PST (129, 30 and 25 mg C m
-2
 hour
-1
, respectively, p < 0.05), although there was no significant 
difference in values of CO2 efflux between CL and PST. There were no significant differences in the 
fluxes of CH4 and N2O among NF, CL and PST (p > 0.05). My current research indicated that, in soils 
of the Eurasian steppe zone of Russia, total C, total N and MBC were affected not only by current 
land-use (i.e., fallow grassland vs. natural forest) but also by past (until 18 years ago) land-use. 
In section 3, I mentioned a study investigating GHG emissions from long- and short-term 
organic farming Andosols in Matsumoto city. Here, I focused on three upland plots in Matsumoto, 
distinguished by how long they had each experienced continuous organic farming (OF) [in these 
three cases, since 1971, 2009, and 2010 (plots hereafter termed M39-OF, M1-OF, and M1F-OF, 
respectively)]. Since 2001, in M39-OF, mainly rye (Secale cereale L., as green manure) and 
soybeans [Glycine max (L.) Merril, as crop] were cultivated, in winter and summer respectively, 
without tillage, other fertilizers and agro-chemicals. In contrast, from 2001 to 2008 in M1-OF, and 
from 2001 to 2009 in M1F-OF, these plots underwent conventional farming of some vegetables with 
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tillage, fertilizer and agro-chemicals. Soils sampled from M39-OF and M1-OF in August 2009 were 
incubated for 4 weeks in darkness at 25
o
C. During these 4 weeks, M39-OF emitted 8.0 times more 
CO2 and 274 times more N2O than M1-OF. Less than 2 μg C kg
-1
 dry soil of CH4 was emitted from 
both soils. From February 2010 until January 2011, CO2, CH4, and N2O emission rates of M39-OF 
and M1F-OF were measured almost monthly. Annual CO2, CH4, and N2O emissions were 317, -1.7, 
and 27 g CO2-C equivalent m
-2
 in M39-OF, and 138, -0.2, and 21 g CO2-C equivalent m
-2
 in 
M1F-OF, respectively. The rye yield in M39-OF was 334 g C m
-2
. Soybeans in M39-OF and 
M1F-OF yielded 290 and 286 g C m
-2
, and withdrew 230 and 224 g C m
-2
, respectively. GHG 
balance was calculated at -52 and +97 g CO2-C equivalent m
-2
 in M39-OF and M1F-OF, 
respectively. Negative GHG balance indicated that M39-OF was acting as a GHG sink, with higher 
CH4 absorption than M1F-OF. Further, this beneficial function for global warming was thought to be 
based on its cultivation system, which had included green manure application since 2001. The 
difference in gas exchange between incubation and field experiments was considered a reason for the 
difference in N2O emission between incubation and field experiments. 
 In section 4, I investigated physiochemical and microbial properties of soils at the Environmental 
Horticulture and Forestry Farm of Chiba University (hereafter referred to as Numata farm), resulting 
from the six universities’ joint soil research event in September 2011. The comparisons between the 
current and previously reported data (2011 and 2002-2003) on Numata Farm enabled me to discuss 
temporal and spatial variations of the soil properties. The surface and subsurface soil horizons from 2 
forests and 1 orchard soil profiles were sampled for physiochemical and microbial analyses. There was 
little similarity in the soil property data between 2002 and 2011. The appearance of buried humus layer 
around 50-65 cm depth and higher active-aluminum-reaction in the orchard soil were observed in both 
2002 and 2011. Soil physiochemical and microbial properties, except for pH (H2O), total organic 
carbon and nitrogen concentration, showed relatively large coefficients of variation during 2002 and 
2011, regardless of vegetation and soil horizon types, probably because Numata Farm was located in a 
relatively steep slope (approximately 10
o
) that could easily impact environmental conditions within a 
narrow area due to the movement of soils. 
In section 5, I discussed effects by differences in past land-use, by differences in continuation 
years of land-use, and by large vertical differences in micro-topography, on soil C and N contents, 
GHG emission and those monitoring. My current study indicated that well-known relationships 
between CO2 emission and soil C were also realized in soils with different history of past land-use, 
soils with different continuation years of land-use and soils with large spatial variation. Additionally, 
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strong correlation between CO2 emission rate and soil temperature in organic farming 
Andosols (M1F-OF and M39-OF) suggested the possibility for estimation of CO2 
emission by soil carbon, soil temperature and other basic data when if it is difficult to 
measure CO2 emission continuously. For CH4 and N2O, it was thought necessary to measure 
their absorption and emission rate in more places, and with more frequencies. Moreover, it was thought 
important to focus on not only their emission rate, but also emission process in soils. 
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